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「研究の歩み」と「主な研究業績」  

 

田代正一 

（農業生産科学科 食料農業経済学コース） 

 

研究の歩み 

わたしの研究生活は 1982 年 3 月九州大学大学院農学研究科に「イギリス資本制農業における地主・

借地農関係の特質」という修士論文を提出したところから始まりました。農業史の研究分野では 19 世

紀中葉のイギリス農業は高度に集約的な農業が行われたことからハイ・ファーミング（high farming）

と呼ばれ世界的に注目されていました。わたしはこの時期の土地所有関係をイギリスの農書や議会報

告書などを用いて分析し，大地主，借地農業資本家，農業労働者が人格的に分離した資本制農業の構

造的特質を明らかにしました。とくに，当時の「テナント・ライト問題」すなわち借地農による土地

改良投資の中で借地契約期間満了後に土地に残される価値の補償問題を分析し，テナント・ライトの

地域的補償慣行の成立をもって土地所有の資本への従属の証とみなす通説的理解を実証的に批判し，

借地農による投資の安全性は地主に対する「信頼」に大きく依存せざるをえなかった事実を明らかに

しました。  

1994 年 8 月わたしは九州大学助手から鹿児島大学講師に昇任し，引き続きイギリス農業史および農

業政策の研究に取り組むことができました。例えば，イギリスにおける土地所有の近代化を分析し，

土地の封建的・重層的な占有関係が私的かつ排他的な近代的所有権に転換される過程を歴史的に明ら

かにしました。さらにイギリス資本制農業の中心的な担い手であった資本家的借地農業者の起源を歴

史的に考察し，それが元々は封建時代における領主直営地の土地管理人であったベーリフ（bailiff）に

由来することを明らかにしました。  

さらに，戦後のイギリス農業発展を支えた 1947 年農業法の政策体系を分析し，同法が農業生産の

「安定と効率」を追求するとともに，土地所有者と農業者に「適正な土地管理と適切な農業経営」を

義務づけ，農業政策に関する国民的合意形成を図ろうとしたこと，その際に全国農業者組合（NFU）

が大きな役割を演じたことを明らかにしました。この研究により，わたしは 1990 年度農業史研究会賞

（現・日本農業史学会賞）を受賞することができました。  

1980 年代以降，欧州連合（EU）諸国は農産物の過剰生産に直面し，農業財政支出の急増や農産物の

貿易摩擦に悩まされました。そこで，わたしは EU の公式資料や統計の分析および現地調査によって，

欧州における穀作地域の拡大，圃場や農業機械の大型化，農薬や化学肥料の利用増加などの実態を分

析し，そのような農業展開が一方で農村景観の破壊，野生生物生息地の消失，地表水や地下水の汚染

等の環境問題を深刻化させていることを明らかにしました。また，EU の「硝酸塩指令」にもとづくイ
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ギリス硝酸塩監視地域（NVZ）事業の政策手法や実施状況を分析し，いち早くわが国に紹介しました。  

EU 諸国では農業者の二重の役割がしばしば強調されます。一つは安全な食料を適正な価格で安定

的に供給するという役割であり，もう一つは農村地域における環境の管理者としての役割です。この

二つの役割を統一的にとらえる手法として，EU には管理協定（management agreement）と呼ばれる政

策手法があります。イギリスの環境保全地域（ESA）計画はその典型例であり，同計画のもとで農業

者が特定の環境保全サービスを提供する見返りとして公的機関から定期的な支払いを受け取る契約関

係が成立しています。わたしは同計画をわが国でいち早く分析・評価した研究者の一人です。これら

一連の研究を「イギリス農業環境政策の展開に関する研究」として取りまとめ，九州大学より博士（農

学）の学位を取得しました。  

その後，戦後日本における農業政策の展開，TPP 交渉の意義と影響，経済のグローバル化と貿易自

由化，遺伝子組換え作物の表示制度 ,有機農業推進をめぐる政策対応などについても研究を行いました。

とはいえ，わたしの研究の原点はイギリス農業史および農業政策の研究であり，今後もこの研究は続

けていきたいと考えています。  
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